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1.  平成25年3月期第1四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益
継続事業税引前四半期純利

益
当社株主に帰属する四半期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第1四半期 179,021 1.4 22,502 13.4 18,653 2.2 13,486 10.5
24年3月期第1四半期 176,634 6.9 19,847 △27.6 18,260 △14.9 12,210 △11.4

（注）当社株主に帰属する四半期包括利益 25年3月期第1四半期 △865百万円 （―％） 24年3月期第1四半期 4,800百万円 （49.3％）

1株当たり当社株主に帰属する四半
期純利益

潜在株式調整後1株当たり当社株
主に帰属する四半期純利益

円 銭 円 銭

25年3月期第1四半期 99.50 92.93
24年3月期第1四半期 88.20 82.49

総資産 資本合計（純資産） 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期第1四半期 843,138 400,778 346,497 41.1 2,581.57
24年3月期 800,401 425,611 370,182 46.2 2,705.32

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 45.00 ― 45.00 90.00
25年3月期 ―
25年3月期（予想） 45.00 ― 50.00 95.00

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益
継続事業税引前当期純

利益
当社株主に帰属する当

期純利益

1株当たり当社
株主に帰属す
る当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 360,000 0.8 43,000 5.5 40,000 15.7 26,000 15.4 192.76
通期 780,000 14.3 95,000 30.0 87,000 22.8 57,000 39.9 423.63

J100034115
スタンプ



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  ：  有  
（注）詳細は、添付資料Ｐ．10 「簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用」 をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．10 「会計方針の変更」 をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表に対
する四半期レビュー手続は実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予
想のご利用に当たっての注意事項等については、【添付資料】Ｐ．９「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
 
 当社は、米国会計基準に基づき、FASB Accounting Standards Codification (ASC) 205-20「財務諸表の表示－廃止事業(Presentation of Financial 
Statements-Discontinued Operations)」に従って、非継続事業に関し、過年度の連結財務情報を一部組替再表示しております。定性的情報につきましても 
組替後の数値に基づいております。 
 
 決算説明会プレゼンテーション資料はTDnetで平成24年７月24日（火）に開示し、同日、当社ホームページに掲載する予定です。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期1Q 145,075,080 株 24年3月期 145,075,080 株
② 期末自己株式数 25年3月期1Q 10,855,824 株 24年3月期 8,240,496 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期1Q 135,541,409 株 24年3月期1Q 138,441,129 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

① 当第１四半期連結累計期間の概況 

平成２４年度（２０１２年度）期首の世界経済は、欧州債務危機の直接の影響を受ける欧州をはじめ、

米国の回復にもかげりが見え、また中国をはじめとする新興国も減速が鮮明になりました。その後も主

要国で金融緩和が推し進められる等厳しい状況が続き、前第３四半期連結会計期間に発生したタイの大

規模洪水（以下タイ洪水）によるサプライチェーンの混乱は終息しつつある一方、一部の業種では生産

調整を余儀なくされております。 

このような状況下、今年度の日本電産グループは「強い企業集団づくりに邁進」を基本テーマとし、

新興国市場への積極参入とＭ＆Ａによる成長再加速、大幅増収増益への回帰、更にグローバル経営体制

の強化を重点目標に掲げ、売上成長と収益性の改善に注力をしてスタートを切りました。 

 

この結果、 

１）平成２４年４月２日に米国プレス機器メーカーの The Minster Machine Company（以下ミンスタ

ー社）の買収が完了し、また、同年５月３１日にイタリアの産業用モータメーカーであるAnsaldo 

Sistemi Industriali S.p.A.（以下アンサルド社）の買収が完了し、連結対象会社となりました。 

２）当第１四半期連結累計期間の連結売上高は約１７９０億円となり、直前四半期比で約１１４億円

（約７％）の増収、前年同期比でも約２４億円（約１％）の増収となりました。 

３）収益面では「精密小型モータ」と「一般モータ」製品グループの収益性の向上を主因に営業利益

は直前四半期比で約３７億円（約２０％）の増益、前年同期比でも約２７億円（約１３％）の増

益、営業利益率は６四半期ぶりに１２％台に回復し、１２．６％となりました。また、純利益は、

直前四半期比で約４４億円（約４９％）の増益、前年同期比でも約１３億円（約１０％）の増益

となりました。 

 

② 連結業績 

〔前年同期（平成２４年３月期第１四半期連結累計期間：前期１Ｑ）との比較〕 
   （単位：百万円） 

 当第１四半期 前第１四半期 増減額 増減率 

売     上     高 179,021 176,634 2,387 1.4％ 

営   業   利   益 22,502 19,847 2,655 13.4％ 

継続事業税引前四半期純利益 18,653 18,260 393 2.2％ 

当社株主に帰属する四半期純利益 13,486 12,210 1,276 10.5％ 

 

当第１四半期連結累計期間（以下当期１Ｑ）の連結売上高は、前年同期比１．４％増収の１７９０億

２１百万円、営業利益は、前年同期比１３．４％増益の２２５億２百万円となりました。営業利益率は

１２．６％となり、前期１Ｑの１１．２％から１．４ポイント改善しました。なお、当期１Ｑの平均為

替レートは対ドルで円高（１ドル当たり８０．２０円で前年同期比１．５４円（約２％）の円高）、更に、

対ユーロでも円高（１ユーロ当たり１０２．９１円で前年同期比１４．４９円（約１２％）の円高）が

進み、前年同期比で売上高では約４３億円の減収、営業利益では約１１億円の減益要因となりました。 

継続事業税引前四半期純利益は為替差損（主として外貨建資産等の評価替損失）約４５億円（前期１

Ｑは約１１億円の損失）の計上がありましたが、前年同期比２．２％増益の１８６億５３百万円となり

ました。当社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比１０．５％増益の１３４億８６百万円となりま

した。 
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製品グループ別の売上高と営業利益の状況は以下のとおりであります。 

 

「精密小型モータ」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当第１四半期 前第１四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 83,468 75,202 8,266 11.0％ 

 ＨＤＤ用モータ 48,442 46,583 1,859 4.0％ 

 その他ＤＣモータ 18,994 16,945 2,049 12.1％ 

 ファンモータ 7,943 7,799 144 1.8％ 

 その他小型モータ 8,089 3,875 4,214 108.7％ 

営 業 利 益 17,246 12,395 4,851 39.1％ 

 

売上高は前年同期比１１．０％増収の８３４億６８百万円となりました。ＨＤＤ用モータとその他Ｄ

Ｃモータの増収に加え、前第２四半期連結会計期間に買収が完了した日本電産セイミツの売上高約３４

億円が増収要因となりました。為替の影響は前年同期比約１６億円の減収要因となりました。 

ＨＤＤ用モータは前年同期比で４．０％の増収となりました。販売数量は約５％減少、平均販売価格

はドルベースでは約１１％の上昇となりましたが、約２％の円高の影響を受け円ベースでは約９％の上

昇となりました。 

当期１ＱのＨＤＤ用モータのサイズ別販売数量は３．５インチが前年同期比で約９％減少しているこ

とに対し、２．５インチはほぼ横這いとなりました。販売金額ではドルベースの平均販売価格が約１０％

増加したことにより、３．５インチはほぼ横這い、２．５インチは約８％増加致しました。 

その他ＤＣモータは前年同期比で１２．１％の増収となりました。その内、日本電産分は販売金額が

前年同期比ほぼ横這いとなりました。これは、平均販売価格がドルベースで約１３％の上昇となりまし

たが、約２％の円高の影響及び販売数量が約１１％減少したためであります。 

ファンモータは前年同期比で１．８％の増収となりました。その内、日本電産分は販売金額が前年同

期比約６％の増加となりました。これは、販売数量はほぼ横這いとなりましたが、平均販売価格がドル

ベースで約７％上昇したためであります。 

営業利益は前年同期比３９．１％増益の１７２億４６百万円、営業利益率は２０．７％となりました。

これは、増収及びタイ洪水の影響による保険収益が主な増益要因となっております。 

 

「一般モータ」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当第１四半期 前第１四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 45,596 48,709 △3,113 △6.4％ 

 家電・産業用モータ 31,970 35,956 △3,986 △11.1％ 

 車載用モータ 13,626 12,753 873 6.8％ 

営 業 利 益 2,388 2,216 172 7.8％ 

 

売上高は前年同期比６．４％減収の４５５億９６百万円となりました。家電・産業用モータが欧米の

家電市場の低迷により前年同期比１１．１％の減収となる一方、車載用モータでは６．８％の増収とな

りました。この内、電動パワーステアリング用モータ等の日本電産分は顧客数の拡大により約３２％の

増収となりました。 

営業利益は、車載用モータの収益性改善に加え、家電・産業用モータでは原価改善等で減収による減

益幅を抑え、前年同期比７．８％増益の２３億８８百万円となりました。 
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「機器装置」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当第１四半期 前第１四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 15,704 19,090 △3,386 △17.7％ 

営 業 利 益 2,221 2,892 △671 △23.2％ 

 

売上高は日本電産サンキョーの液晶ガラス基板搬送用ロボットの減収を主な要因として前年同期比１

７．７％減収の１５７億４百万円となりました。また、当第１四半期連結会計期間に連結対象会社とな

ったミンスター社の売上は約２５億円となりました。 

営業利益は、減収に伴い前年同期比２３．２％減益の２２億２１百万円となりました。 

 

「電子・光学部品」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当第１四半期 前第１四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 24,252 25,546 △1,294 △5.1％ 

営 業 利 益 1,801 3,088 △1,287 △41.7％ 

 

売上高は日本電産コパル電子の減収を主な要因として前年同期比５．１％減収の２４２億５２百万円

となりました。 

営業利益は減収に加えて機種構成の悪化等により前年同期比４１．７％減益の１８億１百万円となり

ました。 

 

「その他」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当第１四半期 前第１四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 10,001 8,087 1,914 23.7％ 

営 業 利 益 505 382 123 32.2％ 

 

売上高は日本電産トーソクの受注増を主な要因として前年同期比２３．７％増収の１００億１百万円

となりました。 

営業利益は増収効果により前年同期比３２．２％増益の５億５百万円となりました。 

 

 

〔直前四半期（平成２４年３月期第４四半期連結会計期間：前期４Ｑ）との比較〕 
   （単位：百万円） 

 当期第１四半期 前期第４四半期 増減額 増減率 

売     上     高 179,021 167,587 11,434 6.8％ 

営   業   利   益 22,502 18,775 3,727 19.9％ 

継続事業税引前四半期純利益 18,653 22,063 △3,410 △15.5％ 

当社株主に帰属する四半期純利益 13,486 9,077 4,409 48.6％ 

 

当期１Ｑの連結売上高は直前四半期比６．８％増収の１７９０億２１百万円、営業利益は直前四半期

比１９．９％増益の２２５億２百万円となりました。営業利益率は１２．６％となり、前期４Ｑの１１．

２％から１．４ポイント改善しました。当期１Ｑの平均為替レートは対ドルで円安（１ドル当たり８０．

２０円で直前四半期比０．９２円（約１％）の円安）となり、直前四半期比で売上高では約１１億円の



日本電産㈱ (6594) 平成 25 年３月期 第１四半期決算短信 

 5

増収、営業利益では約１億円の増益要因となりました。 

継続事業税引前四半期純利益は直前四半期比１５．５％減益の１８６億５３百万円となりました。当

期１Ｑは約４５億円の為替差損が発生し、前期４Ｑ（約２４億円の為替差益）に対して約６９億円の減

益要因となっております。一方、当社株主に帰属する四半期純利益は前期４Ｑの非継続事業損失の解消

に伴い直前四半期比４８．６％増益の１３４億８６百万円となりました。 

 

製品グループ別の売上高と営業利益の状況は以下のとおりであります。 

 

「精密小型モータ」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当期第１四半期 前期第４四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 83,468 75,672 7,796 10.3％ 

 ＨＤＤ用モータ 48,442 45,498 2,944 6.5％ 

 その他ＤＣモータ 18,994 15,725 3,269 20.8％ 

 ファンモータ 7,943 6,833 1,110 16.2％ 

 その他小型モータ 8,089 7,616 473 6.2％ 

営 業 利 益 17,246 14,692 2,554 17.4％ 

 

売上高は直前四半期比１０．３％増収の８３４億６８百万円となりました。 

その内、ＨＤＤ用モータは直前四半期比で６．５％の増収となりました。これはタイ洪水により混乱

が生じたサプライチェーンの回復に伴うもので、販売数量では約３％の増加となりました。平均販売価

格はドルベースで約２％上昇し約１％の円安の影響を受け円ベースで約４％の上昇となりました。サイ

ズ別販売数量は２．５インチが直前四半期比で約２％、３．５インチは約３％、それぞれ増加致しまし

た。 

その他ＤＣモータは直前四半期比で２０．８％の増収となりました。その内、日本電産分は平均販売

価格がドルベースで約１０％の減少となりましたが、販売数量で約２７％増加しており、販売金額は約

１６％の増加となりました。 

ファンモータは直前四半期比で１６．２％の増収となりました。その内、日本電産分は平均販売価格

がドルベースで約６％の上昇、販売数量も約２％増加しており、販売金額は約１０％の増加となりまし

た。 

営業利益は直前四半期比１７．４％増益の１７２億４６百万円となりました。増収に伴う増益により

営業利益率は２０．７％となりました。 

 

「一般モータ」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当期第１四半期 前期第４四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 45,596 44,111 1,485 3.4％ 

 家電・産業用モータ 31,970 29,109 2,861 9.8％ 

 車載用モータ 13,626 15,002 △1,376 △9.2％ 

営 業 利 益 2,388 1,865 523 28.0％ 

 

売上高は直前四半期比３．４％増収の４５５億９６百万円となりました。家電・産業用モータが日本

電産テクノモータのエアコン用モータと日本電産モータの増収により直前四半期比９．８％の増収とな

る一方、欧州危機を背景とした欧州自動車市場の低迷により、車載用モータは減収となりました。 

営業利益は増収を主な要因として直前四半期比２８．０％増益の２３億８８百万円となりました。 
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「機器装置」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当期第１四半期 前期第４四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 15,704 14,765 939 6.4％ 

営 業 利 益 2,221 405 1,816 448.4％ 

 

売上高は日本電産サンキョーの液晶ガラス基板搬送用ロボットの減収に対して当第１四半期連結会計

期間に連結対象会社となったミンスター社の売上高約２５億円により直前四半期比６．４％増収の１５

７億４百万円となりました。 

営業利益は直前四半期比約５．５倍の２２億２１百万円となりました。これは主に、前期４Ｑには事

業構造改革関連の費用負担があったこと及び当期１Ｑには新規連結のミンスター社の利益を計上したこ

とによります。 

 

「電子・光学部品」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当期第１四半期 前期第４四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 24,252 22,970 1,282 5.6％ 

営 業 利 益 1,801 2,201 △400 △18.2％ 

 

売上高は日本電産コパルのデジタルカメラ用交換レンズの需要増加と日本電産サンキョーのモータ駆

動ユニット等の増収により直前四半期比５．６％増収の２４２億５２百万円となりました。 

営業利益は主に機種構成の悪化等により直前四半期比１８．２％減益の１８億１百万円となりました。 

 

「その他」製品グループ 
   （単位：百万円） 

 当期第１四半期 前期第４四半期 増減額 増減率 

外 部 売 上 高 10,001 10,069 △68 △0.7％ 

営 業 利 益 505 1,001 △496 △49.6％ 

 

売上高は直前四半期比ほぼ横這いの１００億１百万円となりました。 

営業利益は主に日本電産トーソクで確定受注に対応した開発及び能力増強投資負担増により、直前四

半期比４９．６％減益の５億５百万円となりました。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 

 
当第１四半期 

連結会計期間末

前連結 

会計年度末 
増減 

総資産（百万円） 843,138 800,401 42,737 

総負債（百万円） 442,360 374,790 67,570 

株主資本（百万円） 346,497 370,182 △23,685 

有利子負債（百万円）*1 242,512 188,518 53,994 

ネット有利子負債（百万円）*2 123,322 58,228 65,094 

借入金比率（％）*3 28.8 23.6 5.2 

ＤＥレシオ（倍）*4 0.70 0.51 0.19 

ネットＤＥレシオ（倍）*5 0.36 0.16 0.20 

株主資本比率（％）*6 41.1 46.2 △5.1 

（注） 

*1 有利子負債：連結貸借対照表上の「短期借入金」、「一年以内返済予定長期債務」及び「長期債務」（ゼロ・

クーポン社債を含む） 

*2 ネット有利子負債：有利子負債－「現金及び現金同等物」 

*3 借入金比率：有利子負債÷総資産 

*4 ＤＥレシオ：有利子負債÷株主資本 

*5 ネットＤＥレシオ：ネット有利子負債÷株主資本 

*6 株主資本比率：株主資本÷総資産 

 

当期１Ｑ末の総資産残高は、前期末（平成２４年３月末）比約４２７億円増加の８４３１億３８百

万円となりました。増加の主な要因は、営業権が約３４４億円、有形固定資産が約７８億円増加した

ことによります。一方で、現金及び現金同等物は１１１億円減少しております。 

負債残高は前期末比約６７６億円増加の４４２３億６０百万円となりました。短期借入金残高は前

期末比約５３６億円増加の約１４０２億円、ネット有利子負債は前期末比約６５１億円増加の約１２

３３億円、リース債務を含む借入金比率は２８．８％（前期末２３．６％）となりました。ＤＥレシ

オは０．７０倍（前期末０．５１倍）となり、ネットＤＥレシオは０．３６倍（前期末０．１６倍）

となりました。 

株主資本は約２３７億円減少の３４６４億９７百万円となり、株主資本比率は４１．１％（前期末

４６．２％）となりました。利益剰余金は前期末比で約７３億円増加する一方で、当期末時点におい

て発行済株式数の１．８％の自己株式取得により約１６８億円減少、また、外貨換算調整額の減少を

主因にその他の包括損失累計額において株主資本が約１４４億円減少しております。 

なお、当期１Ｑ末より、ミンスター社及びアンサルド社買収に伴い取得した営業権約３５４億円を

はじめとする総資産約７３０億円、支払手形及び買掛金約７３億円をはじめとする総負債約２５３億

円が含まれております。1 

                                                  
1 ミンスター社及びアンサルド社買収により取得した資産、引き継いだ負債は現在評価中であり、現時点の予備的見

積りに基づいております。 
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（キャッシュ・フローの状況） 

（単位：百万円）

 
当第１四半期 

連結累計期間 

前第１四半期 

連結累計期間 
増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,848 15,901 947

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,993 △10,967 △44,026

フリー・キャッシュ・フロー *1 △38,145 4,934 △43,079

財務活動によるキャッシュ・フロー 32,401 △513 32,914

（注） 

*1 フリー・キャッシュ・フロー：営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

当期１Ｑの営業キャッシュ・フローは１６８億４８百万円の収入となり、前年同期（平成２４年３

月期第１四半期連結累計期間）比約９億円の増加となりました。この主な要因は、非支配持分控除前

四半期純利益の増加が約８億円、資産負債の増加が約７４億円ありました。 

投資キャッシュ・フローは５４９億９３百万円の支出となり、前年同期比約４４０億円支出増加と

なりました。この主な要因は、事業取得による支出が約４１４億円、有形固定資産の取得による支出

が約５１億円増加したためであります。 

この結果、フリー・キャッシュ・フローは３８１億４５百万円の支出（前年同期は４９億３４百万

円の収入）となり、前年同期比約４３１億円のマイナスとなりました。 

財務キャッシュ・フローは３２４億１百万円の収入となり、前年同期比約３２９億円収入増加とな

りました。この主な要因は、短期借入金の純増加額が約４８８億円増加したためであります。一方で、

自己株式の取得による支出が約１６６億円増加しております。 

前述の要因と為替の影響を受けた結果、現金及び現金同等物の残高は１１９１億９０百万円で前期

末より１１１億円減少致しました。 
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 

当期連結業績の予想は現時点では以下のとおり４月２４日に開示しました第２四半期連結累計期間業

績予想及び通期業績予想から変更しておりません。なお、第２四半期以降の想定平均為替レートについ

ては昨今の一段の円高の進行に鑑み、対米ドルでは従来の８０円から７８円に、また対ユーロでは従来

の１０５円から９５円にそれぞれ円高方向に変更を致しました。 

 

＊平成２４年度連結通期業績見通し 

売    上    高        ７８０，０００百万円（対前期比 １１４．３％） 

営  業  利  益         ９５，０００百万円（対前期比 １３０．０％） 

継続事業税引前当期純利益    ８７，０００百万円（対前期比 １２２．８％） 

当社株主に帰属する当期純利益  ５７，０００百万円（対前期比 １３９．９％） 
 

（第２四半期連結累計期間業績見通し） 

売  上  高        ３６０，０００百万円（対前年同四半期比 １００．８％） 

営 業 利 益         ４３，０００百万円（対前年同四半期比 １０５．５％） 

継続事業税引前四半期純利益   ４０，０００百万円（対前年同四半期比 １１５．７％） 

当社株主に帰属する四半期純利益 ２６，０００百万円（対前年同四半期比 １１５．４％） 

 

（注）業績見通しについて 

①連結決算業績は米国会計基準によっております。 

②為替水準の設定は１米ドル＝７８円、１ユーロ＝９５円。アジア通貨もこれに連動して設定。 
 

＜業績等の予想に関する注意事項＞ 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び 

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のもので 

はありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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２. サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 

◎法人税等の計上基準 

    法定実効税率をベースとした年間予測税率により計算しております。 

 

（３）会計方針の変更 

平成２４年４月１日に、Accounting Standards Update (ASU) 2011－05 「包括利益の表示

(Presentation of Comprehensive Income)」及び ASU 2011－12「ASU 2011－05 におけるその他の

包括利益累計額の項目の再分類の表示に対する修正の適用日の延期(Deferral of the Effective 

Date for Amendments to the Presentation of Reclassifications of Items Out of Accumulated Other 

Comprehensive Income)」により更新されたASC 220「包括利益(Comprehensive Income)」を適用し

ております。ASU 2011－05はその他の包括利益とその構成要素を連結資本変動計算書で開示する選

択肢を廃止し、報告企業に対して、包括利益の構成要素について一連の１つの計算書として表示す

るか、あるいは、連続した２つの計算書として表示することを要求しております。また、ASU 2011

－12 は ASU 2011－05 における規定のうち、その他の包括利益累計額からの組替調整を構成要素ご

とに、純利益が表示されている計算書と、その他の包括利益が表示されている計算書の双方に表示

することを要請する規定の適用を無期限に延期しています。延期期間中、事業体は継続して組替調

整の表示に関する米国会計基準の現行の規定に準拠する必要があります。ASU 2011－05 及び ASU 

2011－12 は開示に係る規定であるため、この適用によるNIDECの連結の財政状態、経営成績、資本

の流動性への影響はありません。 

 

平成２４年４月１日に、ASU 2011－08「営業権の減損テスト(Testing Goodwill for Impairment)」

により更新されたASC 350「無形資産－営業権及びその他(Intangibles-Goodwill and Other)」を適

用しております。ASU 2011－08 はレポーティング・ユニットの公正価値を算定する前に、定性的評

価を実施するオプションを認めております。定性的要因に基づいて評価を実施した結果、レポーテ

ィング・ユニットの公正価値が簿価を下回る可能性が50％を超えると判断された場合には２ステッ

プの減損判定が求められます。この適用による連結の財政状態、経営成績、資本の流動性に与える

重要な影響はありません。 
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３. 四半期連結財務諸表等

 （１） 四半期連結貸借対照表

増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

119,190 130,290 △11,100 

11,671 11,207 464 

173,425 171,255 2,170 

製 品 43,681 40,069 3,612 

原 材 料 26,448 25,363 1,085 

仕 掛 品 23,771 22,362 1,409 

貯 蔵 品 3,495 3,659 △164 

40,361 35,082 5,279 

442,042 52.4 439,287 54.9 2,755 

13,598 14,818 △1,220 

631 754 △123 

14,229 1.7 15,572 1.9 △1,343 

40,404 39,996 408 

137,645 133,911 3,734 

285,367 289,139 △3,772 

22,847 22,196 651 

486,263 57.7 485,242 60.6 1,021 

△247,644 △29.4 △254,411 △31.8 6,767 

238,619 28.3 230,831 28.8 7,788 

114,949 13.6 80,525 10.1 34,424 

33,299 4.0 34,186 4.3 △887 

843,138 100.0 800,401 100.0 42,737 資　　産　　合　　計

そ の 他 の 固 定 資 産

当 第 １ 四 半 期
連 結 会 計 期 間 末

（平成24年６月30日）

そ の 他 の 流 動 資 産

売 掛 金

受 取 手 形

営 業 権

減 価 償 却 累 計 額 ＜ 控 除 ＞

有 形 固 定 資 産 合 計

（平成24年３月31日）

前 連 結 会 計 年 度 末

土 地

機 械 及 び 装 置

（資　産　の　部）

科　　目

流 動 資 産

投 資 及 び 貸 付 金

現 金 及 び 現 金 同 等 物

た な 卸 資 産

小　　　　　　　　　計　

流 動 資 産 合 計

有 価 証 券 及 び そ の 他 の 投 資 有 価 証 券

関 連 会 社 に 対 す る 投 資 及 び 貸 付 金

有 形 固 定 資 産

建 物

投 資 及 び 貸 付 金 合 計

建 設 仮 勘 定
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増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

140,218 86,608 53,610 

721 674 47 

112,322 107,345 4,977 

27,003 22,983 4,020 

30,839 34,750 △3,911 

311,103 36.9 252,360 31.5 58,743 

101,573 101,236 337 

17,251 12,715 4,536 

12,433 8,479 3,954 

131,257 15.6 122,430 15.3 8,827 

442,360 52.5 374,790 46.8 67,570 

66,551 7.9 66,551 8.3  - 

66,936 7.9 66,762 8.3 174 

334,105 39.6 326,777 40.8 7,328 

△60,771 △47,911 △12,860 

△252 1,013 △1,265 

△159 73 △232 

△637 △643 6 

△61,819 △7.3 △47,468 △5.9 △14,351 

△59,276 △7.0 △42,440 △5.3 △16,836 

346,497 41.1 370,182 46.2 △23,685 

54,281 6.4 55,429 7.0 △1,148 

400,778 47.5 425,611 53.2 △24,833 

843,138 100.0 800,401 100.0 42,737 

流 動 負 債

固 定 負 債

短 期 借 入 金

１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 債 務

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

非 支 配 持 分

（平成24年３月31日）

当 第 １ 四 半 期
連 結 会 計 期 間 末

前 連 結 会 計 年 度 末

科　　目

未 払 費 用

長 期 債 務

流 動 負 債 合 計

（平成24年６月30日）

（負　債　の　部）

そ の 他 の 包 括 利 益 （ △ 損 失 ） 累 計 額

負 債 及 び 純 資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

小　　　　　　　　　計　

（純　資　産　の　部）

年 金 債 務 調 整 額

株 主 資 本 合 計

自 己 株 式

負 債 合 計

純 資 産 合 計

デ リ バ テ ィ ブ 損 益

そ の 他 の 流 動 負 債

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益

未 払 退 職 ・ 年 金 費 用

外 貨 換 算 調 整 額

そ の 他 の 固 定 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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（２） 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　（四半期連結損益計算書）

金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減額 増減率 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

179,021 100.0 176,634 100.0 2,387 1.4 682,320 100.0 

137,407 76.8 134,692 76.3 2,715 2.0 523,729 76.8 

11,612 6.4 14,684 8.3 △3,072 △20.9 55,471 8.1 

7,500 4.2 7,411 4.2 89 1.2 30,050 4.4 

156,519 87.4 156,787 88.8 △268 △0.2 609,250 89.3 

22,502 12.6 19,847 11.2 2,655 13.4 73,070 10.7 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 524 343 181 1,634 

支 払 利 息 △118 △57 △61 △299 

為 替 差 損 益 ＜ 純 額 ＞ △4,492 △1,087 △3,405 △1,756 

有 価 証 券 関 連 損 益 ＜ 純 額 ＞ 0 △4 4 △202 

そ の 他 ＜ 純 額 ＞ 237 △782 1,019 △1,591 

△3,849 △2.2 △1,587 △0.9 △2,262 - △2,214 △0.3 

18,653 10.4 18,260 10.3 393 2.2 70,856 10.4 

△4,589 △2.5 △4,283 △2.4 △306 - △18,801 △2.8 

19 0.0 3 0.0 16 533.3 0 0.0 

14,083 7.9 13,980 7.9 103 0.7 52,055 7.6 

- - △676 △0.4 676 - △7,768 △1.1 

14,083 7.9 13,304 7.5 779 5.9 44,287 6.5 

△597 △0.4 △1,094 △0.6 497 - △3,556 △0.5 

13,486 7.5 12,210 6.9 1,276 10.5 40,731 6.0 

　（四半期連結包括利益計算書）

増減額 増減率

百万円 ％

779 5.9 

外 貨 換 算 調 整 額 △5,534 - 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益 △1,542 - 

デ リ バ テ ィ ブ 損 益 △145 - 

年 金 債 務 調 整 額 △554 △98.9 

△7,775 - 

△6,996 - 

△1,331 - 

△5,665 - 4,800 △865 

1,019 △312 

65 

5,819 

△7,485 △15,260 

560 

△87 

6 

△232 

△8,023 △2,560 

3,983 

41,667 

金　　額

百万円

44,287 

至 平成24年３月31日

自 平成23年４月１日

前 連 結 会 計 年 度

93 

△146 

△7 

14,083 

当 第 １ 四 半 期
連 結 累 計 期 間

至 平成23年６月30日

自 平成23年４月１日

前 第 １ 四 半 期
連 結 累 計 期 間

自 平成24年４月１日

金　　額

百万円

13,304 

△1,477 

△13,557 

金　　額

至 平成24年６月30日

百万円

至 平成24年６月30日

営 業 利 益

非 支 配 持 分 控 除 前 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

持 分 法 投 資 損 益

非 継 続 事 業 四 半 期 （ 当 期 ） 純 損 失

法 人 税 等

研 究 開 発 費

科　　目

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 （ △ ）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 高

売 上 原 価

売 上 原 価 並 び に
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 合 計

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 （ △ ） 合 計

当 第 １ 四 半 期
連 結 累 計 期 間
自 平成24年４月１日

継 続 事 業 税 引 前 四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

前 連 結 会 計 年 度

自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日

増　　減

前 第 １ 四 半 期
連 結 累 計 期 間
自 平成23年４月１日

至 平成23年６月30日

非 支 配 持 分 帰 属 損 益

継 続 事 業 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

当 社 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

科　　目
増　　減

非 支 配 持 分 控 除 前 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

その他の包括利益（△損失）-税効果調整後

非 支 配 持 分 控 除 前
四 半 期 （ 当 期 ） 包 括 利 益 合 計

非 支 配 持 分 帰 属 四 半 期 （ 当 期 ） 包 括 利 益

当社株主に帰属する四半期（当期）包括利益 37,684 

△1,177 

そ の 他 の 包 括 利 益 （ △ 損 失 ） 合 計 △2,620 

（注）ASC 205-20「財務諸表の表示－廃止事業」に従って、非継続事業にかかる損益を独立表示するとともに、
      当該事業にかかる過年度の損益を組替再表示しております。なお、製品グループ別売上高・営業損益情報、
　　　所在地別売上高情報、地域別売上高情報についても同様に組替再表示しております。
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当第１四半期 前第１四半期

連結累計期間 連結累計期間
自平成24年４月１日 自平成23年４月１日 自平成23年４月１日

至平成24年６月30日 至平成23年６月30日 至平成24年３月31日

金　額 金　額 金　額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

非支配持分控除前四半期（当期）純利益 14,083 13,304 779 44,287 

営業活動による純現金収入との調整

減価償却費及びその他の償却費 8,768 8,936 △168 34,330 

固定資産売却損益、除却損及び減損損失 △87 424 △511 15,705 

タイ洪水による有形固定資産保険収入関連利益 △1,863 - △1,863 △19,662 

持分法投資損益 △19 △3 △16 0 

為替換算調整 1,706 635 1,071 236 

資産負債の増減

売上債権の減少（△増加） 2,622 △8,457 11,079 △14,819 

たな卸資産の増加 △2,913 △2,909 △4 △257 

仕入債務の増加（△減少） △81 3,638 △3,719 △8,061 

その他 △5,368 333 △5,701 4,953 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー　計 16,848 15,901 947 56,712 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,688 △10,550 △5,138 △41,446 

有形固定資産の売却による収入 262 1,152 △890 2,725 

タイ洪水による有形固定資産関連保険収入 - - - 20,804 

事業取得による収入（△支出） △42,292 △914 △41,378 5,201 

その他 2,725 △655 3,380 △7,202 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー　計 △54,993 △10,967 △44,026 △19,918 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額 56,453 7,608 48,845 26,060 

長期債務の返済による支出 △353 △530 177 △1,229 

自己株式の取得による支出 △16,836 △277 △16,559 △10,155 

連結子会社への追加投資による支出 - △454 454 △454 

当社株主への配当金支払額 △6,158 △6,232 74 △12,399 

非支配持分への配当金支払額 △665 △695 30 △1,444 

その他 △40 67 △107 △1,193 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー　計 32,401 △513 32,914 △814 

△5,356 △2,074 △3,282 △11 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △11,100 2,347 △13,447 35,969 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 130,290 94,321 35,969 94,321 

Ⅶ．現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 119,190 96,668 22,522 130,290 

（４）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。

日本電産㈱ (6594) 平成25年３月期 第１四半期決算短信

Ⅳ．為替相場変動の現金及び現金同等物に
　　対する影響額

前連結会計年度

増 減 金 額科　　　目
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　 ４．補足情報

　 （１）製品グループ別売上高・営業損益情報

当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年６月30日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

一般モータ 機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 83,468 45,596 15,704 24,252 10,001 179,021 -  179,021 

製品グループ間の内部売上高 183 48 1,695 57 1,236 3,219 (3,219) -  

計 83,651 45,644 17,399 24,309 11,237 182,240 (3,219) 179,021 

営業費用 66,405 43,256 15,178 22,508 10,732 158,079 (1,560) 156,519 

営業利益 17,246 2,388 2,221 1,801 505 24,161 (1,659) 22,502 

前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年６月30日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

一般モータ 機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 75,202 48,709 19,090 25,546 8,087 176,634 -  176,634 

製品グループ間の内部売上高 245 28 1,243 57 1,193 2,766 (2,766) -  

計 75,447 48,737 20,333 25,603 9,280 179,400 (2,766) 176,634 

営業費用 63,052 46,521 17,441 22,515 8,898 158,427 (1,640) 156,787 

営業利益 12,395 2,216 2,892 3,088 382 20,973 (1,126) 19,847 

（注）１．製品グループは製品の種類、性質、製造方法及び販売方法の類似性を考慮し区分しております。

　　　２．各製品グループの主要な製品

　　　　(1）精密小型モータ　………　精密小型ＤＣモータ（ＨＤＤ用スピンドルモータを含む）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブラシレスＤＣファン、ブラシ付モータ、振動モータ

　　　　(2）一般モータ　……………　家電・産業用モータ、車載用モータ

　　　　(3）機器装置　………………　変減速機、精密機器、ＦＡ機器

　　　　(4）電子・光学部品　………　電子部品、光学部品

　　　　(5）その他　…………………　自動車部品、その他部品、サービス等
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（２）所在地別売上高情報

（単位：百万円）

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

日本 56,862 31.8% 70,317 39.8% △13,455 △19.1% 

アメリカ 22,713 12.7% 21,708 12.3% 1,005 4.6% 

シンガポール 17,237 9.6% 4,933 2.8% 12,304 249.4% 

タイ 22,520 12.6% 24,501 13.9% △1,981 △8.1% 

フィリピン 4,931 2.7% 3,698 2.1% 1,233 33.3% 

中国 39,561 22.1% 34,999 19.8% 4,562 13.0% 

その他 15,197 8.5% 16,478 9.3% △1,281 △7.8% 

  合　計 179,021 100.0% 176,634 100.0% 2,387 1.4% 

（注）当売上高は、売上元別（出荷元の所在地別）であり、内部取引相殺消去後の数値です。

（３）地域別売上高情報

（単位：百万円）

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

北米 23,281 13.0% 22,750 12.9% 531 2.3% 

アジア 97,040 54.2% 94,861 53.7% 2,179 2.3% 

欧州 13,676 7.6% 14,920 8.4% △1,244 △8.3% 

その他 1,557 0.9% 2,383 1.4% △826 △34.7% 

海外売上高合計 135,554 75.7% 134,914 76.4% 640 0.5% 

日本 43,467 24.3% 41,720 23.6% 1,747 4.2% 

　連結売上高 179,021 100.0% 176,634 100.0% 2,387 1.4% 

（注）当売上高は、客先の地域別であり、内部取引相殺消去後の数値です。

当第１四半期連結累計期間 前第１四半期連結累計期間

自 平成24年４月１日 自 平成23年４月１日

至 平成24年６月30日 至 平成23年６月30日

至 平成23年６月30日至 平成24年６月30日

自 平成24年４月１日 自 平成23年４月１日

当第１四半期連結累計期間 前第１四半期連結累計期間

増　減

増　減
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５．四半期連結決算概要 

平成 24 年 7 月 24 日 
日 本 電 産 株 式 会 社 

 
平成 25 年３月期（第 40 期）第１四半期連結決算概要[米国会計基準] 

 
（１） 連結業績の状況                          （百万円未満四捨五入） 
 

当 第 １ 四 半 期 前 第 １ 四 半 期  

自 平成 24 年 ４ 月 １ 日 
至 平成 24 年 ６ 月 30 日 

自 平成 23 年 ４ 月 １ 日 
至 平成 23 年 ６ 月 30 日 

前 年 同 期 増 減 率

百万円 百万円 ％
売 上 高

179,021 176,634 1.4

営 業 利 益
22,502

(12.6%)
19,847 

(11.2%) 
13.4

継 続 事 業 税 引 前
四 半 期 純 利 益

18,653
   (10.4%)

18,260 
   (10.3%) 

2.2

当 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益

13,486
(7.5%)

12,210 
(6.9%) 

10.5

円 銭 円 銭 １ 株 当 た り 当 社 株 主 に
帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 99.50 88.20 

 潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 当 社 株 主 に
帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 92.93 82.49 
 
（２） 連結財政状態 
 
  当 第 １ 四 半 期 末 前 第 １ 四 半 期 末 前 年 度 末

百万円 百万円 百万円
総 資 産

843,138 751,318 800,401

株 主 資 本 346,497 353,430 370,182
％ ％ ％

株 主 資 本 比 率
41.1 47.0 46.2
円 銭 円 銭 円 銭１ 株 当 た り

株 主 資 本 2,581.57 2,552.93 2,705.32
 当 第 １ 四 半 期 前 第 １ 四 半 期 前 年 度

百万円 百万円 百万円営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 16,848 15,901 56,712
投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △54,993 △10,967 △19,918
財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 32,401 △513 △814
現 金 及 び
現 金 同 等 物
期 末 残 高 119,190 96,668 130,290
 
（３） 配当の状況 
 
 第 ２ 四 半 期 末 期 末 合 計

円 銭 円 銭 円 銭
２ ４ 年 ３ 月 期

45.00 45.00 90.00

２ ５ 年 ３ 月 期 ――― ――― ―――

２ ５ 年 ３ 月 期 （ 予 想 ） 45.00 50.00 95.00
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結対象会社 181 社  持分法適用会社 ２社 

＜前期末（平成 24 年３月）比の異動状況＞ 
連結  （新規） 15 社 （除外） ３社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 

 
＜前年同期末（平成 23 年６月）比の異動状況＞ 
連結  （新規） 30 社 （除外） ８社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 

 
（注）１．「（１）連結業績の状況」の（ ）内は、対売上高比率を記載しております。 
     ２．ASC 205-20「財務諸表の表示－廃止事業」に従って、非継続事業に関し、過年度の連結財務情報を一部組替再 

表示しております。 
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